
事業番号 328
　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （国土交通省）

事業名 建設業許可処理システム等の整備 担当部局庁 土地・建設産業局 作成責任者

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

建設業許可、宅地建物取引業免許、マンション管理業登録の申請等に係る審査において、各行政庁が保有する事業者情報を一元的に管理するシス
テムを利用して審査の厳正化・迅速化を図るとともに、建設業者、宅地建物取引業者等の企業情報（許可等の取得情報等）について、インターネット
による公開を行い、消費者による適切な事業者選択等を促進する。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

建設業法第３条、第２７条の２３、宅地建物取引業法第
３条、マンションの管理の適正化の推進に関する法律
第４４条、５９条、６０条

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

建設業許可、宅地建物取引業免許、マンション管理業登録の申請等に係る審査において、各行政庁が同一の審査システムを活用することにより、厳
正な審査を迅速に行うとともに、事業者情報を提供して消費者取引の安全を図る。

事業開始・
終了(予定）年度

S62～ 担当課室 建設業課 課長　青木　由行

会計区分 一般会計 政策・施策名
９　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護
　32　建設市場の整備を推進する

0 0 0

繰越し等 0 0 0 0

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 247 240 251 230

補正予算 0

執行率（％） 98 94 90

執行額 242 226 226

計 247 240 251 230

24年度
目標値

（　　年度）

事業者情報を一元的に管理するシステムの保守運用
に関する事業であり、成果目標及び成果実績（アウトカ
ム）を定めて実施するという性質のものではない。

成果実績

達成度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 22年度 23年度

％

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

122,703 ―

( 124,506 ) ( 122,039 ) ( 121,473 )

―

（当初見
込み） ( 482,345 ) ( 468,163 ) （471,309）

建設業許可業者数、宅地建物取引業者数、マンション
管理業者、賃貸管理業者数

活動実績

者（建設業）

498,806 483,639 469,900

活動実績

（当初見
込み）

者（宅地建物取引業）

125,854 123,979

活動実績

（当初見
込み）

者（賃貸管理業）

1,579 2,813 ―

( 1,600　) ( 2,800  ) ( 4,000 )

活動実績

（当初見
込み）

者（マンション管理業）

2,387 2,391 2,252 ―

( 2,400  ) ( 2,404   ) ( 2,264  )

電子計算機借料 14

2

情報処理業務庁費 214

単位当たり
コスト

378（執行額／業者数） 算出根拠
平成２４年度執行額：226,000千円（Ｘ）
平成２４年度業者数合計（建設業、宅建業、マンション管理業）：597,668
者（Ｙ）単位当たりコストＸ／Ｙ＝378円（１件）

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

職員旅費

計 230



国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○ 建設業許可等の申請に係る審査において、各行政庁
が同一の審査システムを活用することにより厳正な審
査等を迅速に行うとともに、インターネットにより事業者
情報を提供して消費者取引の安全を図ることは、広く国
民のニーズがあり、優先度が高い事業である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

事業所管部局による点検

項　　目 評　価 評価に関する説明

建設業許可等の申請に係る審査においては各行政庁
が同一の審査システムを活用することにより厳正な審
査等を迅速に行っているところであり、これらは他の手
段と比較しても実効性の高い手段と考える。また、消費
者取引の安全を図るためインターネットで事業者情報を
公開することは他の手段と比較しても実効性の高い手
段と考える。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

－

建設業許可等の申請に係る審査においては、国土交
通省及び各都道府県において許認可が行われている
のみであり、これと類似の事業はない。

事業番号

－

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

－

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

建設業許可等の申請に係る審査においては各行政庁
が同一の審査システムを活用することにより厳正な審
査等を迅速に行う必要があることから、全ての行政庁
が同一の相手方と契約する必要があるため随意契約を
採用しているものもあるが、その他消費者取引の安全
を図るためインターネットで事業者情報を公開するシス
テム等については一般競争入札を採用し、競争性を確
保している。

受益者との負担関係は妥当であるか。 －

単位当たりコストの水準は妥当か。 －

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 －

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

点
検
結
果

　本事業は、建設業許可等の厳正かつ迅速な審査や事業者の指導監督を行うために実施するものである。建設業許可等においては、各事業者に技
術者等が置かれていることが重要な要件となっているため、許認可等の申請や指導監督にあたっては、技術者等の名義貸しが行われていないことの
確認が極めて重要となる。
　建設業許可等には複数の行政庁が関わっていることから、許認可の厳正かつ迅速な審査及び指導監督は、審査や指導監督に携わる全ての行政庁
が同一のシステムを利用し、技術者等の情報を一体的に管理してはじめて可能となる。平成２５年３月末現在の建設業者数は４６９，９００者、宅地建
物取引業者数は１２２，７０３者等であり、今後も引き続き、各行政庁が保有している技術者等の情報を一体的に管理していく必要があるため、全ての
行政庁が同一の相手方と契約しなければ、事業の目的が達成できない。
　よって、本事業は現行の契約方法により実施する必要があると考えているが、今後、各行政庁が協議する場において、本事業の事業効果の向上に
資するシステムの在り方や相手方の選定等に関する見直しについて検討を行っていくこととする。

なお、これまでの検討状況としては、平成２３年度にシステム検討委員会を開催し、各都道府県担当者出席のもと、建設業許可処理システム等（以

類似事業名 所管府省・部局名

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

　なお、これまでの検討状況としては、平成２３年度にシステム検討委員会を開催し、各都道府県担当者出席のもと、建設業許可処理システム等（以
下「システム」という。）の機能の改善点の洗い出し等を行い、それを踏まえ、平成２４年度にはシステムの改修を行い、平成２５年度より建設業許可事
務等の機能改修したシステムを稼働している。また、国土交通省ホームページ上の建設業者・宅建業者等企業情報検索システムの改修を行い、これ
まで建設業者の検索は大臣許可業者に限っていたものを、都道府県知事許可業者まで検索が行える等の機能改善を行った。

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

122平成22年 62 平成23年 102 平成24年



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

補 す

宅地建物取引業者情報を一元的に管理するシ
ステムの機器賃貸借。

【一般競争】 【外部委託】

マンション管理業者情報を一元的に管理する
システムの改修。

【随意契約】 【外部委託】

Ｅ．(財)不動産適正取引推進機構
１．８百万円

Ｎ．日立ｷｬﾋﾟﾀﾙ（株）
０．１百万円

建設業者、宅地建物取引業者等の企業情報
を提供することによって、消費者による適切な
事業者選択等を促進するためのシステムの改
修に伴う脆弱性診断。

【随意契約】

Ｃ．(財)建設業情報管理ｾﾝﾀｰ
１百万円

建設業者情報を一元的に管理するシステムの
保守運用。

【随意契約】

各地方整備局が建設業許可申請等を審
査するにあたり、事業者情報を一元的に
管理するシステムを利用して厳正かつ迅
速な審査を行う。

【一般競争】 【外部委託】

Ｂ．(株)ＰＵＣ
９．１百万円

Ｏ．（株）ラック
０．７百万円

国土交通省
２２６百万円

　　建設業許可等の
　　総合調整

【示達】

Ａ．地方整備局（８機関）
１９２百万円

建設業者、宅地建物取引業者等の企業
情報を提供することによって、消費者によ
る適切な事業者選択等を促進するための
システムの改修。

Ｄ．ｼｽﾃﾑ･ｱﾅﾗｲｽﾞ（株）
０．９百万円

宅地建物取引業者情報を一元的に管理する
システムの保守運用等。て補足する）

（単位：百万
円）

Ｋ．東芝ｿﾘｭｰｼｮﾝ(株)
０．７百万円

賃貸住宅管理業者情報を一元的に管理する
システムの機器賃貸借等。

賃貸住宅管理業者情報を一元的に管理するシ
ステムの保守運用。

【一般競争】 【外部委託】

賃貸住宅管理業者情報を一元的に管理するシステムの
保守運用。

建設業者、宅地建物取引業者等の企業情報
を提供することによって、消費者による適切な
事業者選択等を促進するためのシステムの保
守運用。

【一般競争】

Ｈ．ＮＥＣﾈｸｻｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ（株）
２．７百万円

マンション管理業者情報を一元的に管理するシステムの
機器賃貸借等。

【一般競争】

宅地建物取引業者情報を一元的に管理するシ
ステムの保守運用。マンション管理業者情報を一元的に管理する

システムの保守運用。

【一般競争】 【外部委託】

Ｇ．ＮＥＣｷｬﾋﾟﾀﾙｿﾘｭｰｼｮﾝ（株）
１２．６百万円

Ｌ．ＮＥＣﾈｸｻｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ（株）
１０．１百万円

宅地建物取引業者情報を一元的に管理するシ
ステムの機器賃貸借。

【一般競争】 【外部委託】

Ｆ．ｼｽﾃﾑ･ｱﾅﾗｲｽﾞ（株）
１．５百万円

Ｍ．（株）日立ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ
０．４百万円

宅地建物取引業者情報を一元的に管理する
システムの保守運用等。

建設業者、宅地建物取引業者等の企業情報
を提供することによって、消費者による適切な
事業者選択等を促進するためのシステムの
機器賃貸借等。

Ｉ．（株）ﾌｧｲﾌﾞﾄﾞﾗｲﾌﾞ
２．４百万円

Ｊ．日本電子計算機（株）
２．４百万円



金　額
(百万円）

事業費 建設業許可等の審査等 81 雑役務費 宅地建物取引業免許事務処理システム保
守運用

1.3

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.地方整備局(関東地方整備局） E.（財）不動産適正取引推進機構

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

外部委託 宅地建物取引業免許事務処理システム保
守運用に伴う借料

0.1

外部委託 宅地建物取引業免許事務処理システム保
守運用

0.4

B.（株）ＰＵＣ F.システム・アナライズ（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 81 計 1.8

外部委託 建設業者・宅建業者等企業情報検索シス
テム改修に伴う脆弱性診断

0.7

雑役務費 建設業者・宅建業者等企業情報検索シス
テム改修

8.4 雑役務費 マンション管理業事務処理システム運用保
守

1.5

計 9.1 計 1.5

雑役務費 建設業情報管理システム保守運用 1 外部委託 建設業者・宅建業者等企業情報検索シス 10 1

C.（財）建設業情報管理センター G.ＮＥＣｷｬﾋﾟﾀﾙｿﾘｭｰｼｮﾝ（株）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

借料及び損料 建設業者・宅建業者等企業情報検索シス
テム保守運用に伴う借料

2.5

雑役務費 建設業情報管理システム保守運用 1 外部委託 建設業者 宅建業者等企業情報検索シ
テム保守運用

10.1

雑役務費 マンション管理業事務処理システム改修 0.9 借料及び損料 マンション管理業事務処理システム保守運
用に伴う借料

2.7

D.システム・アナライズ（株） H.ＮＥＣﾈｸｻｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ（株）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 1 計 12.6

計 1 計 2.7



費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

Ｉ.（株）ﾌｧｲﾌﾞﾄﾞﾗｲﾌﾞ Ｍ.（株）日立ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

雑役務費 賃貸住宅管理業事務処理システム保守運
用

2.4 雑役務費 宅地建物取引業免許事務処理システム保
守運用

0.4

計 2.4 計 0.4

借料及び損料 賃貸住宅管理業事務処理システム保守運
用に伴う借料

1.7

外部委託 賃貸住宅管理業事務処理システム保守運
用

0.7 借料及び損料 宅地建物取引業免許事務処理システム保
守運用に伴う借料

0.1

Ｊ.日本電子計算機（株） Ｎ.日立ｷｬﾋﾟﾀﾙ（株）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

雑役務費 賃貸住宅管理業事務処理システム保守運 0 7 雑役務費 建設業者・宅建業者等企業情報検索シス 0 7

Ｋ.東芝ｿﾘｭｰｼｮﾝ（株） Ｏ.（株）ﾗｯｸ

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 2.4 計 0.1

雑役務費
用

0.7 雑役務費
テム改修に伴う脆弱性診断

0.7

Ｌ.ＮＥＣﾈｸｻｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ（株）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0.7 計 0.7

雑役務費 建設業者・宅建業者等企業情報検索シス
テム保守運用

10.1

計 10.1 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

Ｄ.

2 近畿地方整備局 建設業許可等の審査等 44

1 関東地方整備局 建設業許可等の審査等 81

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5 東北地方整備局 建設業許可等の審査等 12

4 中部地方整備局 建設業許可等の審査等 14

3 九州地方整備局 建設業許可等の審査等 16

8 四国地方整備局 建設業許可等の審査等 7

7 北陸地方整備局 建設業許可等の審査等 9

6 中国地方整備局 建設業許可等の審査等 9

10

9

1 （株）ＰＵＣ 建設業者・宅建業者等企業情報検索システム改修 9.1 2 52.6

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3

2

3

2

1 （財）建設業情報管理センター 建設業情報管理システム保守運用 1 随意契約 -

Ｅ.

Ｆ.

Ｇ.

2

1 ｼｽﾃﾑ・ｱﾅﾗｲｽﾞ（株） マンション管理業事務処理システム改修 0.9 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （財）不動産適正取引推進機構宅地建物取引業免許事務処理システム保守運用等 1.8 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3

2

3

2

1 ｼｽﾃﾑ・ｱﾅﾗｲｽﾞ（株） マンション管理業事務処理システム保守運用 1.5 1 90.2

2

1 ＮＥＣｷｬﾋﾟﾀﾙｿﾘｭｰｼｮﾝ（株） 建設業者・宅建業者等企業情報検索システム保守運用等 12.6 2 82.5

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3



Ｈ.

Ｉ.

Ｊ.

Ｋ.

Ｌ.

1 ＮＥＣﾈｸｻｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ（株） マンション管理業事務処理システムに係る機器賃貸借等 2.7 1 80.5

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3

2

3

2

1 （株）ﾌｧｲﾌﾞﾄﾞﾗｲﾌﾞ 賃貸住宅管理業事務処理システム保守運用 2.4 6 49.4

2

1 日本電子計算機（株） 賃貸住宅管理業事務処理システムに係る機器賃貸借等 2.4 4 59.9

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 東芝ｿﾘｭｰｼｮﾝ（株） 賃貸住宅管理業事務処理システム保守運用 0.7 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3

2

2

1 ＮＥＣﾈｸｻｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ（株） 建設業者・宅建業者等企業情報検索システム保守運用 10.1 随意契約 -

Ｍ.

Ｎ.

Ｏ.

3

2

2

1 （株）日立ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ 宅地建物取引業免許事務処理システム保守運用 0.4 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 日立ｷｬﾋﾟﾀﾙ（株） 宅地建物取引業免許事務処理システムに係る機器賃貸借 0.1 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3

2

3

2

1 （株）ﾗｯｸ 建設業者・宅建業者等企業情報検索システム改修に伴う脆弱性診断 0.7 随意契約 -


